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新設分割に係 る事前開示書類

(会社法第803条及び会社法施行規則第205条に基づ く開示事項)

東京都千代田 区大手町一丁目4番2号

丸紅炸式会社       l土
代表取締役社長柿木蔔ヽ碧詬髓

丸紅株式会社(以下 「当社」 といいま す。)は、2023年1月25日付け新設分割計画書に基づ

き、2023年4月3日を効力発生日と して、当社の情報通信業に係る子会社の経営管理事業に

関して有する権利義務を、 新た に設立す る丸紅I-DIGIOホールディン グス株式会社(以下

「新会社」と いいます。)に承継させる新設分割(以下 「本分割」と いいます。)を行うこと

といたし まし た。

当社が、 本分割に 関し て会社法第803条及 び会社法施行規則第205条の 定め ると ころ によ

り、 開示すべ き事項は以下のと おり です。

1 新設分割計画の内容(会社法第803条第1項第2号)

2023年1月25日付け新設分割計画書の内容は、別紙の とお りです。

2。会社法第763条第1項第6号か ら第9号ま でに掲げ る事項についての定め の相当性に関

する 事項(会社法施行規則第205条第1号イ)

(1)交付する株式数の相当性に関する事項(会社法第763条第1項第6号)

本分割に 際し て、 新会社は、当社に対し て普通株式10, 000株を 発行 しま す。 かか る株式

数については、当社が新会社により 発行される全ての株式を取得するため、 任意に定め

るこ とができ ると 考え られ ると ころ 、新会社の効率的な管理等を考慮し、こ の株式数が

相当であ ると 判断 して おり ます。

(2)資本金及び準備金の額の相当性に関する事項(会社法第763条第1項第6号)

新会社の資本金及び準備金の額を、 新会社が承継する資産等及び今後の事業活動等の事

情を考慮した上で、機動的かつ柔軟な資本政策を実現させる観点から、 会社計算規則に

従い、分割計画書第5条記載の とお りと する こと にい たし まし た。 当社 は、 当該資本金

及び準備金の額は相当であ ると 判断 しており ます。

3 当社の最終事業年度の末日後に生じ訖重要な財産の処分、 重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容(会法施行規則第205条第6号イ)

該当事項はあ りま せん。
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4． 新設分割が効力を生ずる日以後における当社の債務及び新会社の債務（当社が本分割に

より新会社に承継させるものに限る。）の履行見込みに関する事項（会社法施規則第 205

条第 7 号） 

(1) 当社の債務の履行の見込みに関する事項 

本分割の効力発生後における当社の資産の額は負債の額を上回ることが見込まれており

ます。また、本分割の効力を生ずる日以後において、当社が負担すべき債務の履行に支

障を及ぼす事象の発生は現在のところ予測されておりません。 

以上より、本分割の効力を生ずる日以後における当社の債務について、履行の見込みが

あるものと判断しております。 

 

(2) 新会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本分割では当社の負債を新会社に承継させない予定であることから、本分割の効力発生

後における新会社の資産の額は負債の額を上回ることが見込まれております。また、本

分割の効力を生ずる日以後において、新会社が負担すべき債務の履行に支障を及ぼす事

象の発生は現在のところ予測されておりません。 

以上より、本分割の効力を生ずる日以後における新会社の債務について、履行の見込み

があるものと判断しております。 

 

以 上 
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別紙 

新設分割計画書 

 

丸紅株式会社（以下「甲」という。）は、新たに設立する丸紅 I-DIGIO ホールディングス

株式会社（以下「乙」という。）に対し、甲の営む情報通信業に係る子会社の経営管理事業（以

下「本事業」という。）に関して有する権利義務の一部を承継させるため、新設分割（以下「本

分割」という。）を行うこととし、以下のとおり新設分割計画書（以下｢本計画｣という。）を

作成する。 

 

第 1 条（乙の定款記載事項） 

乙の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数その他乙の定款で定める事項は、別

紙 1 記載のとおりとする。なお、本店の所在場所は、東京都千代田区大手町一丁目 4 番 2

号とする。 

 

第 2 条（乙の設立時取締役及び設立時監査役） 

乙の設立時取締役及び設立時監査役は、次のとおりとする。 

 設立時取締役 

徳田 幸次 

長尾 頼明 

阿部 達也 

菅 隆之 

脇田 英彦 

 設立時監査役 

大橋 英明 

湊 展博 

 

第 3 条（承継する権利義務） 

1. 本分割により乙が甲から承継する資産、債務その他の権利義務（以下「本権利義務」と

いう。）は、別紙 2 のとおりとし、別紙 2 に記載のない権利義務は承継しない。 

2. 甲から乙に対する債務の承継は、免責的債務引受の方法による。 

3. 甲及び乙は、本権利義務のうち、その移転又は対抗要件具備のために登記、登録、通知、

承諾その他の手続を必要とするものについては、効力発生日（第 6 条において定義す

る。以下同じ。）後、相互に協力して遅滞なくその手続を行う。当該手続に必要な一切

の費用は、乙の負担とする。 

 

第 4 条（乙が分割に際して交付する株式の数） 

乙は、本分割に際して、普通株式 10,000 株を発行し、本権利義務の対価として、甲に対し
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て交付する。 

 

第 5 条（乙の資本金及び準備金） 

効力発生日における乙の資本金の額及び準備金の額は次のとおりとする。 

 資本金の額：310,000,000 円 

 資本準備金の額：6,095,947,128 円 

 

第 6 条（効力発生日） 

乙の成立の日（以下「効力発生日」という。）は、2023 年 4 月 3 日とする。但し、本分割

に係る手続の進行その他の事由により必要があるときは、甲は、効力発生日を変更するこ

とができる。 

 

第 7 条（分割承認決議等） 

本分割は、会社法第 805 条に定める簡易分割の規定により、甲において本計画に関する株

主総会の承認を得ることなく行うものとし、甲は、効力発生日の前日までに、債権者保護

手続その他関連法令により必要となる手続を行う。 

 

第 8 条（競業避止義務） 

甲は、効力発生日後においても、承継会社が承継する本事業に関し、法令によるか否かを

問わず、一切競業避止義務を負わないものとする。 

 

第 9 条（本計画の変更等） 

1. 本計画の作成後から効力発生日に至るまでの間に、天災地変その他の事由により、甲の

財産状態若しくは経営状態に重大な変動が発生し若しくは判明した場合、又は本計画に

従った本分割の実行に重大な支障となりうる事象が発生し若しくは判明した場合には、

甲は、本計画を変更し、又は本分割を中止することができる。 

2. 本計画は、関連法令に定める監督官庁等の承認が得られない場合には、その効力を失う。 

 

第 10 条（本計画に定めのない事項） 

本計画に定めるもののほか、本分割に際し必要な事項は、本計画の趣旨に従い決定する。 

 

 

2023 年 1 月 25 日 

 

        甲：東京都千代田区大手町一丁目 4 番 2 号 

        丸紅株式会社 

        代表取締役社長 柿木 真澄 

 



5 

 

別紙 1 

丸紅 I-DIGIO ホールディングス株式会社 定款 

 

制  定 2023 年 4 月 3 日（予定） 

 

 

第１章  総 則 

 

 

第１条 (商 号) 

当会社は、丸紅 I-DIGIO ホールディングス株式会社と称し、英文では Marubeni I-DIGIO 

Holdings Co., Ltd.と記載する。 

 

第２条 (目 的) 

当会社は、次の事業を営む会社（外国会社を含む。）、組合（外国における組合に相当す

るものを含む。）、その他これに準ずる事業体の株式または持分を所有することにより、

当該会社等の事業活動を支配・管理することを目的とする。 

① 情報通信システムに係る企画、調査、設計、開発、製造、システムインテグレーシ

ョン、施工、斡旋、輸出入、販売、賃貸借、保守・技術サービスおよび総合運営管

理の受託  

② 情報通信システムに係るコンサルティングおよび教育・訓練  

③ 情報通信システムに係る各種機器・ソフトウェアの企画、開発、製造、輸出入、販

売、賃貸借および保守・技術サービス 

④ 電子･電気機器（コンピュータ機器、通信機器、光学機器、半導体製造・検査機器、

造形機器、計測機器等）およびその部品、原材料、関連資材（毒物、劇物を含む。）、

付属品ならびに電子部品（半導体素子、集積回路等）の企画、開発、製造、輸出入、

販売、賃貸借および保守・技術サービス 

⑤ 前号に係るソフトウェアの企画、開発、製造、輸出入、販売、賃貸借および保守・

技術サービス 

⑥ 前 2 号の機器およびソフトウェアを組み合わせたシステム（コンピュータ･システ

ム、キャド・キャムシステム等）の企画、開発、製造、輸出入、販売、賃貸借およ

び保守・技術サービス 

⑦ 情報処理サービス、情報通信サービスおよび情報提供サービス  

⑧ インターネットの利用に関する企画および調査 

⑨ インターネット等のネットワークを利用した物品販売 

⑩ 古物営業法に基づく機械工具類に関する古物商 

⑪ 電気通信事業法に基づく電気通信事業 
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⑫ 建設業法に基づく電気通信工事業 

⑬ 労働者派遣事業 

⑭ 各号に係る教育事業 

⑮ 各号に付帯・関連する一切の事業 

2. 当会社は、前項各号に付帯・関連する一切の事業を営むことができる。 

 

第３条 (本店の所在地) 

当会社は、本店を東京都千代田区に置く。 

 

第４条 (機 関) 

当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

① 取締役会 

② 監査役 

 

第５条 (公告の方法) 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載して行う。 

 

 

第 2 章  株 式 

 

 

第６条 (発行可能株式総数) 

当会社の発行可能株式総数は、4,000,000 株とする。 

 

第７条 (株式の譲渡制限) 

当会社の発行する全部の株式は、その譲渡による取得について取締役会の承認を受けな

ければならない。 

 

第８条 (株式の割当てを受ける権利の決定) 

当会社は、当会社株式（自己株式の処分による株式を含む。）および新株予約権を引き受

ける者の募集をする場合において、その募集事項、株主に当該株式または新株予約権の

割当てを受ける権利を与える旨およびその申込みの期日の決定は取締役会の決議によっ

て定める。 

第９条 (株式取扱規則) 

当会社の株主名簿および新株予約権原簿への記載または記録、その他株式ならびに新株

予約権に関する取扱については、取締役会において定める株式取扱規則による。 
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第 3 章  株主総会 

 

 

第１０条 (招集の時期および場所) 

当会社の定時株主総会は、毎年 6 月に招集する。  

2. 前項のほか、必要があるときは、臨時株主総会を招集する。  

3. 株主総会は、東京都区内において招集することができる。 

 

第１１条 (招集権者および議長) 

株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれを招集し、議長と

なる。  

2. 取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序により、他の

取締役が株主総会を招集し、議長となる。 

 

第１２条 (議決権の代理行使) 

株主は、当会社の議決権を有する他の株主を代理人として、議決権を行使することがで

きる。 

2. 前項の場合には、株主または代理人は代理権を証する書類を、株主総会ごとに当会社に

提出しなければならない。 

 

第１３条 (決議の方法) 

株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を

行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。  

2. 会社法第３０９条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

第１４条 (株主総会議事録) 

株主総会の議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める事項は議事録

に記載または記録し、１０年間当会社の本店に備え置くものとする。 

 

 

第４章  取締役、取締役会および執行役員 

 

 

第１５条 (取締役の員数) 

当会社の取締役は、3 名以上とする。 
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第１６条 (取締役の選任) 

取締役は、株主総会の決議によって選任する。  

2. 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。  

3. 取締役の選任決議については、累積投票によらない。 

 

第１７条 (取締役の任期) 

取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとする。  

2. 増員により、または補欠として選任された取締役の任期は、他の取締役の任期の満了す

る時までとする。 

 

第１８条 (代表取締役および役付取締役) 

代表取締役は、取締役会の決議により選定する。  

2. 取締役社長は、取締役会の決議により選定する。 

3. 取締役会の決議によって、取締役会長、取締役副社長、専務取締役および常務取締役を

選定することができる。 

 

第１９条 (取締役会の招集権者および議長) 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれを招集し、議長と

なる。  

2. 取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の

取締役が取締役会を招集し、議長となる。 

 

第２０条 (取締役会の招集通知) 

取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役および各監査役に対して発する。

ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。  

2. 取締役および監査役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで取締役会を開催

することができる。 

 

第２１条 (取締役会の決議の方法) 

取締役会の決議は、議決に加わることのできる取締役の過半数が出席し、その取締役の

過半数をもって行う。 

 

第２２条 (取締役会の決議の省略) 

当会社は取締役の全員が取締役会の決議事項について書面または電磁的記録により同意

したときは、当該決議事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。 ただ

し、監査役が異議を述べたときはこの限りでない。 
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第２３条 (取締役会議事録) 

取締役会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める事項は、

議事録に記載または記録し、出席した取締役および監査役がこれに署名押印または電子

署名するものとし、１０年間当会社の本店に備え置くものとする。 

 

第２４条 (取締役会規則) 

取締役会に関する事項は、法令または定款に定めるもののほか、取締役会において定め

る取締役会規則による。 

 

第２５条 (報酬等) 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以

下「報酬等」という。）は株主総会の決議によって定める。 

 

第２６条 (取締役の責任免除) 

当会社は、会社法第 426 条第 1 項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締

役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によっ

て免除することができる。 

2. 当会社は、会社法第 427 条第 1 項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を

除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

 

第２７条 (執行役員) 

取締役会の決議をもって、執行役員を定め、当会社の業務を分担して執行させることが

できる。 

 

 

第５章  監査役 

 

 

第２８条 (監査役の員数) 

当会社の監査役は、1 名以上とする。 

 

第２９条 (監査役の選任) 

監査役は、株主総会の決議によって選任する。  

2. 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 
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第３０条 (監査役の任期) 

監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとする。 

2. 任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査

役の任期の満了する時までとする。 

 

第３１条 (監査役の報酬等) 

監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 

 

第３２条 (監査役の責任免除) 

当会社は、会社法第 426 条第 1 項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査

役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によっ

て免除することができる。 

2. 当会社は、会社法第 427 条第 1 項の規定により、監査役との間に、任務を怠ったことに

よる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく

責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

 

 

第 6 章  計 算 

 

 

第３３条 (事業年度) 

当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

第３４条 (剰余金の配当の基準日) 

当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対して、剰

余金の配当をすることができる。  

2. 当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月３０日の最終の株主名簿に記載または記

録された株主に対して、中間配当をすることができる。  

3. 前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。 

 

第３５条 (配当金の除斥期間) 

配当財産が金銭である場合は、その支払開始日から満 3 年を経過しても受領されないと

きは、当会社はその支払義務を免れる。  

2. 金銭である未払いの配当財産には利息をつけない。 
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第 7 章  附 則 

 

 

第３６条(最初の事業年度) 

当会社の最初の事業年度は、当会社成立の日から令和６年３月３１日までとする。 

 

第３７条 (定款の定めのない事項) 

この定款に定めのない事項については、すべて会社法その他の法令の定めるところによ

る。 
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別紙 2 

承継権利義務明細書 

 

甲は、2023 年 1 月 25 日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに効力

発生日の前日までの増減を加除した、以下に記載する資産、負債及びその他の権利義務（法

令上承継可能なものに限る。）を、効力発生日において乙に承継させ、乙はこれを承継する。 

 

 

1. 承継する資産 

 丸紅情報システムズ株式会社の発行済普通株式 1,010,000 株 

 丸紅ネットワークソリューションズ株式会社の発行済普通株式 5,882 株 

 丸紅 IT ソリューションズ株式会社の発行済普通株式 46,000 株 

 

 

2. 承継する負債 

本分割に際して、甲から乙に対して承継する負債はない。 

 

 

3. 承継するその他の権利義務等 

本分割に際して、甲から乙に対して承継する雇用契約その他の契約関係、並びにそれら

の契約に基づく権利義務はない。 

 

以 上 

 

 


